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第１節 「場所の感覚」とは何か 
 
１．場所 
 
 場所とは、単なる物理的な空間ではなく、そこに生きる人間との関係において成立する
ものである。 
 たとえば、エドワード・レルフは、「場所は抽象的な物や概念ではなく、生きられる世
界の直接に経験された現象であり、それゆえ意味やリアルな物体や進行しつつある活動で
満たされている。それらは個人的なまたは社会的に共有されたアイデンティティの重要な
源泉であり、多くの場合、人々が深く感情的かつ心理的に結びついている人間存在の根源
である1」と述べる。 
 また、イーフー・トゥアンは、「場所は、人間の秩序と自然の秩序との融合体であり、
私たちが直接経験する世界の意義深い中心である2」と位置づけている。 
  このような現象学的地理学の考え方は、中村雄二郎の「生きられる重層的な時間と結び
ついた特定の、あるいは限定された空間こそ、古来<場所>(トポス、ロクス）と呼ばれてき
たものにほかならない3」という指摘とも共通している。 
 したがって、本稿においても、そこに生きる人間と結びついた空間のことを場所と呼ぶ
こととしたい4。 
 
２．場所の構成要素 
 
  場所の構成要素を分析すると、物理的空間、物理的空間に与えられた意味の体系（＝制
度）、そこで生起する具体的な人間の活動の三つに分けられる。 
 場所のアイデンティティの三つの基本的な要素として、エドワード・レルフは、静的な
物質的要素、人間の活動、意味を挙げている5。たとえば、レルフは、「場所のアイデンテ
ィティは、相互に関連し互いに他に代えることのできない三つの要素、つまり、物質的特
                                                  
∗ 千葉大学法経学部教授 
1 エドワード・レルフ(1976)『場所の現象学』高野岳彦、阿部隆、石山美也子訳、ちくま学芸文庫、1999
年、294 頁 
2 イーフー・トゥアン(1977)『空間の経験－身体から都市へ』山本浩訳、ちくま学芸文庫、1993 年、294
頁 
3 中村雄二郎(1979)『共通感覚論』岩波現代文庫、2000 年、275 頁 
4 桑子敏雄は、「空間の歴史性、すなわち空間の履歴が空間の豊かさをつくりだす。したがって、豊かな
履歴をもつ空間こそ、人間の存在にとって本質的な意味を持つ」と指摘する（桑子敏雄(1999)『環境の哲
学』講談社学術文庫、31 頁）。「豊かな履歴をもつ空間」という概念は、本稿における「場所」に対応す
るものといえる。 
5 エドワード・レルフ(1976)『場所の現象学』高野岳彦、阿部隆、石山美也子訳、ちくま学芸文庫、1999
年、123-124 頁 
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 徴ないしは見かけの様子、観察できる活動と機能、そして意味と象徴から成り立つ6」と述
べる。 
 このような把握は、インターネットに関する所有権を論ずるローレンス・レッシグが依
拠する「層」の概念に類似している。これは、レッシグが、ニューヨーク大学法学教授ヨ
ーハイ・ベングラーの議論から採ったものとして紹介しているものであるが、インターネ
ットに関連する世界を「物理層」、「コード層」、「コンテンツ層」の三つに分けて把握
するものである。このとき、「物理層」とは、インターネット上のコンピュータや、コン
ピュータ同士を結ぶ電線を指す。また、「コード層」は、ハードウェアを動かすコード、
インターネットを定義づけるプロトコルや、そうしたプロトコルを使うソフトウェアのこ
とであり、「コンテンツ層」は、電線上を実際に伝わったりそこで言われたりする内容 デ
ジタル画像やテキスト、オンライン動画などを指す7。 
 ここで、「物理層」とはレルフの「物理的要素」に、「コード層」は「意味」に、「コ
ンテンツ層」は「人間の活動」に、それぞれ対応する。このように、ベングラー=レッシグ
の「層」の概念は、インターネットの世界の分析のみならず、われわれの世界全般の分析
に拡張することが可能である。 
 
３．コード層＝意味の体系と制度 
 
 ここで、コード層は、物理的体系に与えられた意味の体系を指すものであるが、これは
公共哲学や社会学における「制度」と読み替えることができる。 
 ベラー他は、「社会学および公共哲学における制度」と題する論文において、「制度は、
自己と世界との関係を仲介している」ことを理解することが基本であると述べる。彼らに
よると、制度的な文脈なしに誰かと会うことは、不安なことであり、恐ろしいことである。
このような状況で、我々は最初に何か共通の基盤を見つけることを試みる。共通基盤が見
つかれば、互いに次々と予想することができ、何をしたらいいか交渉も始められる。そし
て、この「互いに次々と予想していくこと」が制度の始まりである。このように彼らは述
べる8。このように、ベラー他においては、複数の個人によって相互に共有された共通基盤
が制度であり、その研究は、「公式・非公式のコード」を研究することを第一歩とする 9
とされているのである。 
 また、ジンメルは『社会学の根本問題』において、社会学の研究対象として、個人間の
心的相互作用に注目した。彼は、「社会関係をそのごく普通の意味でとらえれば、それは
個人間の心的相互作用ということになる10」と述べ、「人間は、まったく本質的にも現象
的にも、かれが他の人間と相互作用をいとなんで生活することによって規定されていると
いう透察は、たしかに、すべてのいわゆる精神科学のうちに一つの新しい観察
、、
方法をもた
らすにちがいない11」と指摘している。このような指摘は、「個々の事物がどのようにし
                                                  
6 前掲書 155 頁 
7 ローレンス・レッシグ(2001)『コモンズ』山形浩生訳、翔泳社、2002 年、45-46 頁 
8 ロバート・N・ベラー他(1991)『善い社会』中村圭志訳、みすず書房、2000 年、302 頁 
9 前掲書 322 頁 
10 ジンメル(1917)『社会学の根本問題』阿閉吉男訳、現代教養文庫、1966 年、22 頁 
11 前掲書 28 頁 
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 て個々別々の状態にあるのかを知ろうとする12」コントやスペンサーのような百科全書的
な総合社会学に対抗してなされたものである。つまり、ジンメルは、社会学は「コンテン
ツ層」を百科全書的に分類し並べ上げるのではなく「コード層」を観察対象とすべきとい
う主張したと考えることができる。 
 
４．場所の感覚 
 
  さて、本稿の主題である「場所の感覚」とは、自らを育んできた場所についてその人が
抱く感覚のことを指す。すべての人は何らかの「場所の感覚」を持っている。一か所にと
どまって生活を営んできた人は、その生活の場所に対して「濃い」場所の感覚を抱いてい
るであろうし、各地を点々としてきた人は、たくさんの場所に対してそれぞれ場所の感覚
を抱くことになろう。 
 レルフは、場所の感覚について、本物と偽物があると記述している。彼によると、本物
の場所の感覚とは、「個人および共同社会の一員として内側にいて自分自身の場所に所属
すること、そしてこのことを特に考えることなしに知っているという感覚13」とされる。
一方、彼は、「場所に対する偽物の態度とは、本質的に場所のセンスを欠くことである。
なぜなら、そうした態度は、場所の深層にある象徴的な意義に気づくことがなく、また場
所のアイデンティティに何の理解も示さないからだ14」と述べる。つまり、レルフの場所
の感覚とは、場所の深層にある象徴的な意義への気づきと、場所のアイデンティティへの
理解を不可欠な構成要素としているのである。人は、どの空間についても場所の感覚を抱
けるわけではない。そこを生きてきたという事実があってはじめて、場所の感覚が生まれ
てくるのである。 
 「場所の感覚」は、自然への感覚であるとは限らない。都会のマンションの一室にひき
こもって生活を営んでいる場合など、その人の場所の感覚に自然的な要素が希薄な場合も
あろう。 
 
第２節 持続可能性とは何か 
 
１．持続可能性を支える四つの資本 
 
 場所の構成要素に従いつつ、人間社会の持続可能性を支える資本を想定することができ
る。 
① 環境と人工物 
 まず、場所を構成する物理的要素＝物理層は、「人」、「人工物」、「環境」の三種類
に分類される。このうち、「環境」とは、人をとりまく物理的存在であって人によって設
計されていないものを意味する。一方、「人工物」は、人をとりまく物理的存在であって
人によって設計され生み出されたものを指す。 
② 人と人的資本 
 人は、人工物を介することなく、他の人間に対して有用性を与えることができる。人が
                                                  
12 前掲書 15 頁 
13 レルフ前掲書、165 頁 
14 レルフ前掲書、193 頁 
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 他の人間に与える有用性を「労働サービス」と呼ぶ。労働サービスを産み出す人を総体と
して「人的資本」(human capital)と呼ぶ。 
③ 人工物と人工資本 
 人工物は、人間に対して何らかの有用性を認められるがために設計され、製作される。
人工物の機能が人間に与える有用性を「人工物サービス」と呼ぶ。そして、人工物サービ
スを産み出す人工物を「人工資本」(manmade capital)と呼ぶ。「人工資本」には、常に、腐
食、摩耗、腐敗など、生態系のさまざまな力が作用しているため、「人工資本」は徐々に
劣化し、最後には、当初の設計目的を果たせなくなる。このようなものは、最終処分（焼
却処分、埋立処分、海中投棄など）された段階で、「人工資本」ではなくなり「環境」に
属する存在となる。 
④ 生態系と自然資本 
 環境は、人間の意思にかかわらず自律的に挙動することに特徴がある。このとき、環境
を動かすシステムを「生態系」と呼ぶ。この定義は、太陽や月の運行システムといったも
のまで含む点で、生態系に関する辞書的な定義よりも広い点に留意すべきである。 
 生態系のさまざまな働きの中には、人間にとって有用なものとそうでないものがある。
ここで、生態系の機能が人間に与える有用性を「生態系サービス」と呼ぶ。生態系サービ
スは、資源・エネルギーの供給源としてのサービス、不要物・廃熱の吸収源としてのサー
ビス、生活の場を提供するものとしてのサービスの 3 種類からなる。また、生態系サービ
スを産み出す生態系を「自然資本」(natural capital)と呼ぶ。 
⑤ 制度と社会関係資本 
 コード層においては、社会関係資本を想定できる。前述のように「制度」とは、物理的
存在に与えられる意味の体系（コード）を指す。制度には、人の行動に予見可能性を与え、
人々の協力関係を促進させる働きを有するものがある。このように、人々に共有された規
範・価値・認識であって人々の協力関係を促進させるもの（＝有用な制度）を「社会関係
資本」(social capital)と呼ぶ。 
⑥ 人間社会の持続可能性を支える四つの資本 
 人間社会は、物理的な存在としては「人」と「人工物」によって構成され、そこでは、
「制度」のもとに、さまざまな活動が営まれている。以上のように定義される「人的資本」、
「人工資本」、「自然資本」、「社会関係資本」の四つの資本は、それぞれに人間社会の
持続可能性を支えている（図１）。 
 
２．持続可能性が損なわれる場合－－環境を守る二つの目的 
 
 物理的環境の自律的なメカニズムを解明するために自然科学が発達してきたが、物理的
環境の挙動をすべて解き明かすに至っていない。微細な初期条件の違いが大きく結果を変
化させるというカオス的な動きも知られるようになった。また、人の情報処理能力にも限
界がある。したがって、人は、物理的環境の挙動をあらかじめすべて織りこんで行動する
ことができない。 
にもかかわらず、人間の活動は物理的環境の挙動に影響を与えざるをえない。人間の経
済から生まれる物理的なインパクトであり、生態系サービスを用いて生態系において同化 
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図１ 人間社会の持続可能性を支える四つの資本 
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されなければならないものを「環境負荷」と呼ぶ。資源・エネルギーを取り込む場面、不
要物・廃熱を排出する場面、生活の場として物理的環境を活用する場面のそれぞれにおい
て、「環境負荷」が発生し、物理的環境の挙動に影響を与えることとなる。 
 このことから、環境問題が発生する。「環境問題」とは、人の行動に起因して、物理的
環境の挙動を媒介として、人に悪影響を及ぼす問題である。原因と結果の間に、物理的環
境の挙動が挟まるのが環境問題といえる。どの程度の物理的環境の挙動が介在するのかは、
多様である。地球温暖化のように、長期間広範囲に及ぶ物理的環境の挙動が介在して悪影
響が発生する問題もあるし、近隣騒音のように、ほとんど物理的環境の挙動が介在せずに
悪影響が直ちに発生する問題もある。 
 さて、このとき人への悪影響としては、次の二種類のものが考えられる。 
 第一に、個人の暮らし向き(well-being)を損なう種類のものである。汚染物質によって健
康を損なうことなど個人への直接的な悪影響と、自然が損なわれることによって、その自
然を保全して欲しいと考える個人の心の豊かさが損なわれるなど間接的な悪影響が含まれ
る。 
 第二に、世代を越えた「制度」の持続可能性を損なう種類のものである。前の世代の「制
度」（＝意味の体系）の記憶の下に、次の世代の「制度」が発展していく。このようにし
て「制度」は人の一生を越えて受け継がれていくものであるが、1980 年代後半に顕在化し
た地球環境問題は将来にわたって「制度」が持続していかなくなるおそれを認識させるも
のであった。 
 以上のように、環境の保全といっても、環境をそのまま残すことを目的とするものでは
ない。個人の健康で文化的な生活を確保し、人間社会の「制度」が将来にわたって持続し
発展していくために、環境問題の発生をできるだけ回避・抑制することに、環境の保全の
目的がある。 
 
３．エコロジカル経済学による問題提起 
 
  以上のように、持続可能性の課題は、とくに物理的環境において生起する。 
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   経済学では、エコロジカル経済学という分野が、既存の経済学に対するアンチテーゼと
して形成されてきた。ハーマン・デイリーとジョシュア・ファーレーは、エコロジカル経
済学と従来の経済学の違いについて、「伝統的な経済学は、経済、つまりマクロ経済の総
体を、全体とみなしている。自然や環境が考慮される限りにおいて、それらは、林産地や、
漁場や、牧草地や、鉱物や、井戸や、エコツーリズムの場所など、マクロ経済の部分や部
門として認識される。対して、エコロジカル経済学は、マクロ経済は、それよりも大きく
包容力があり持続可能な全体、つまり、地球、その大気、その生態系の一部であるとみて
いる。経済は、より大きな「地球システム」の開かれた部分集合とみなされる。そのより
大きなシステムは、有限で、成長せず、太陽エネルギーには開かれているものの物質的に
閉じられている15」と述べている。 
 伝統的な経済学の世界観においては、人間の経済が成長することを外的に制約する要素
がないが、エコロジカル経済学の世界観においては、人間の経済の成長は、有限な環境の
中で行われるため、成長にともなうコストが、成長によるメリットを上回るようになるポ
イントがどこかに存在する。このため、エコロジカル経済学では、経済政策の目標として、
公正な所得分配と効率的な資源配分という従来の二つの目標に、「持続可能な規模」とい
う目標を追加すべきであると主張する。つまり、「持続可能な規模、公正な所得分配、効
率的な資源配分の三つの独立した目標を達成することがエコロジカル経済学の目標である
16」とされるのである。 
 以上のエコロジカル経済学の世界観における「有限な環境」は、物理的環境であること
は明らかである。つまり、生態系サービスを持続させるために何をなすべきかというのが、
エコロジカル経済学によって提起されている新たな政策課題であると見ることができる。 
 
４．生態系サービスと市場 
 
 生態系サービスの持続可能性は、市場メカニズムのみではその持続可能性を確保でき
ない。その理由は、以下の４点である。 
第一に、ある自然資本が生み出す生態系サービスを所有者が十分に評価しない場合があ
ろう。現在生み出されている生態系サービスを十分に評価しない場合と、将来の生態系サ
ービスを十分に評価しない場合の双方が起こりうる。このとき、当該生態系サービスを所
有者が十分に評価しない場合であって、当該生態系サービスを現在享受しているもしくは
将来的に享受する他人が存在する場合には、問題が発生する。これは、外部効果を持つ財
が過少供給される問題である。 
第二に、ある自然資本が生み出す生態系サービスに対して、市場参加者が十分に評価し
ない場合があろう。所有者は十分に評価している場合であっても、生態系サービスに十分
に支払いが行われないとするならば、この生態系サービスは維持できない。これは、当該
生態系サービスが公共財の性質を帯びている場合にフリーライダーが発生する問題と言い
換えることができる。市場から評価されるから所有者が評価すると考えれば、これら二つ
の問題は表裏一体とみることもできる。 
                                                  
15 Daly, H., Farley, J. (2004) Ecological Economics its principles and applications, Island Press, p.15 
16 Costanza, R., Cumberland, J., Daly, H., Goodland, R., Norgaard, R.（1997） An introduction to Ecological 
Economics, St.Lucie Press, p.79 
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 図２ 生態系サービスが持続しないケース 
 
自然
資本
生態系
サービス
自然
資本
生態系
サービス
所有の範囲
第一のケース：外部経済 第二のケース：公共財
自然
資本
生態系
サービス
第四のケース：科学的知見が
不十分な私的財
自然
資本
生態系
サービス
第三のケース：一部所有
 
 
第三に、所有者が自然資本の一部しか所有していない場合があろう。このとき、所有者
も市場参加者も正当に評価し、所有者がメカニズムに関する知見を十分に保有していたと
しても、当該生態系サービスの持続可能性を確保できない場合が想定できる。これは、一
部保有のケースと言える。 
第四に、ある自然資本のメカニズムについて所有者が十分に認識していない場合があろ
う。このとき、所有者も市場参加者も評価しているにもかかわらず、当該生態系サービス
が持続できない場合があろう。これは、科学的知見が不十分な私的財のケースといえる。 
以上のことから、生態系サービスの持続可能性を確保するという課題は、市場メカニズ
ムのみでは解決できない。生態系サービスの持続可能性を確保するためにどうすればいい
のかという問題提起は、市場メカニズムに適切なシグナルを与え、持続可能性を確保する
方向で市場メカニズムが機能するような「制度」を誰がどのようにして形成していくのか
という問題提起に読み替えることができる。 
 
第３節 「場所の感覚」と持続可能性 
 
１．「制度」と持続可能性 
 
 生態系サービスが持続しないケースの中で、第四のケースを除く他のケースを解決する
ためには、「社会的」に対応することが必要である。つまり、外部経済を及ぼす自然資本
を保有する者にその自然資本を維持するように働きかけること、公共財としての自然資本
が損なわれないように働きかけること、自然資本としての機能が全体として図られるよう
に他の所有者と共同して取り組むことといった対応は、それぞれ、外部経済が及ぶ範囲、
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 公共財としての自然資本を享受している範囲、自然資本の機能が及ぶ範囲で、他人との共
同作業を求めるものである。その際に、共同作業を行おうとするモチベーションが個人に
生まれるように、何らかの「制度」が社会的に与えられなければならない。 
 
２．「制度」の源泉としての「場所の感覚」 
 
 自らを育んできた場所についてその人が抱く感覚、つまり「場所の感覚」は、あらゆる
「制度」の源泉である。コード層が生まれ、制度が析出する過程には、同じ場所の経験と
いうプロセスが必ず存在していたのではないか。たとえば、フィールド言語学者が全く未
知の言語が用いられている地域に調査にいくことを考えよう。そのときに、この言語学者
は、自らと現地人とが共通に認知できる対象や事象に関して、現地人がどのように発声す
るかを収集して、現地の言語を構成しようとするだろう17。つまり、現地人と同じ物理的
存在を同じ場所で経験することによって、言語学者は現地人の言語を解き明かしていくの
である。言語というコードのそもそものはじまりについても同様であったであろう。そし
て、言語をベースとしてコミュニケーションが生まれ、継続的にコミュニケーションが成
立する範囲で、さまざまな共通認識・社会慣習・取り決めが生まれていったのではないか。 
 
３．「場所の感覚」を共有する集団としてのローカル・コミュニティ 
 
  コミュニティの本質は相互の交流にある。コミュニティの定義には多種多様なものがあ
るが、すくなくともローカル・コミュニティは、コミュニティの構成員がある物理的環境
のセッティングの中で継続反復的に交流を行うことによって成立してきたものであるとい
える。交流は、人と人の間にも、人と物理的環境の間にも成立する。 
 人と人の間で成立する交流によって、人は、互いを認知し、互いの考え方を理解し、互
いに影響を与えあうことになる。一方、人と場所との間に成立する交流とは、人の活動が
物理的環境に影響を及ぼすとともに、人がその物理的環境に育まれるという関係を指す。
人はさまざまな形でその物理的環境を改変していく一方で、その物理的環境に親しみ＝郷
愁を感じ、育まれていく。 
 このような、人と人、人と場所に成立する継続反復的な交流の過程で、同じ人や同じ物
理的環境について「場所の感覚」を持つ（＝「場所の感覚」を共有する）集団が成立する。
これがローカル・コミュニティである。コミュニティ心理学では、コミュニティには「コ
ミュニティ感覚」が存在すると考えている。「コミュニティ感覚」とは、構成員の帰属意
識、構成員が他の構成員に重要な役割を果たしているという感覚の共有、構成員のニーズ
を集団的に満たすことが出来るという信念の共有、構成員同士の情緒的なつながりの共有
の四つの要素からなるものである18。帰属意識、他の構成員への貢献、構成員のニーズの
集団的な充足、構成員同士の情緒的なつながりという「コミュニティ感覚」のキーワード
は、「場所の感覚」を共有する過程で生まれてきたものであると考えることができる。 
 
                                                  
17 このあたりの議論は、冨田恭彦(1998)『哲学の最前線』講談社現代新書、11-14 頁の議論を参照した。 
18 Chavis, D., McMillan, D. “Sense of Community: Definition and theory”, Journal of Community Psychology, 14, 
1986。J・ダルトン、M・イライアス、A・ウォンダースマン『コミュニティ心理学』笹尾敏明訳、トムソ
ンラーニング、二〇〇七、二四四～二四五頁。 
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４．「場所の感覚」とローカル・コミュニティによる資源管理 
 
 「場所の感覚」を共有する集団において原初的な「制度」が生まれ、そのような集団が
ローカル・コミュニティを形成する。先にのべたように「場所の感覚」は、そこを生きて
きたという事実があってはじめて生まれてくる。この点で、「場所の感覚」は、過去から
延びてきている歴史的な存在である。「場所の感覚」によって育まれてきた個人の人格は、
「場所の感覚」の対象となる物理的環境や周囲の人々が失われると喪失感を抱く。喪失感
の程度には個人差はあろう。常に新しい環境に順応する人もいるはずである。過去のしが
らみのようなものは捨て去りたいと考える人もいよう。このように、ローカル・コミュニ
ティの個々の構成員には個人差があるが、ローカル・コミュニティは「場所の感覚」を共
有する存在として、その総体としては、その存在に関連する物理的環境や人間関係を持続
させようとするインセンティブを持つのではないか。 
 先の整理にしたがえば、構成員に外部経済をもたらしている自然資本については、所有
者の都合で囲い込んだり、なくしたりしないように働きかけるであろう。また、構成員全
体に恩恵をもたらしているような公共財的な自然資本については全体で維持管理しようと
するであろう。さらに、自然資本全体としての機能が維持できるように所有者が協力しな
ければならない場合には、そのように働きかけるであろう。このように、ローカル・コミ
ュニティから、共同作業によって持続できる自然資本を保全するための「制度」が生まれ
てくるのではないか。 
 リベラリズムは、個人を単位とする社会を構想し、個人の自由を最大限に尊重する政治
思想を構築した。共同作業によってはじめて持続することができる自然資本が存在し、そ
の存在が社会の持続可能性を左右するという今日的な状況においては、リベラリズムのよ
うに社会の基礎単位を個人だけとするのは不十分であり、共同作業によって存続する自然
資本を管理する基礎単位としてローカル・コミュニティを位置づけ、その存在を積極的に
評価すべきではないだろうか。 
 
５．コモンズや入会権の基礎としての「場所の感覚」 
 
 以上のような考え方がコモンズや入会権の考え方の基礎となると考えられる。 
 コモンズについては、さまざまな定義があり、秋道(2004）によれば、「多様な意義付け
をされた概念であり、確たる定義や適用の範囲が決まっていない」ものである19。たとえ
ば、秋道は、「共有とされる自然物や地理的空間、事象、道具だけでなく、共有資源（物）
の所有と利用の権利や規則、状態までも含んだ包括的概念と位置付けていきたい」と述べ
ている。また、井上(2004)は、コモンズを「自然資源の共同管理制度、および共同管理の
対象である資源そのもの」と定義している20。 
 コモンズに期待する理由として、たとえば、多辺田(1990)は、「地域共同体は、自然環境
と共存してきた歴史のなかで、その永続的あるいは更新的な維持・管理の方法（「共同体規
制」と否定的に社会科学がよんだところの「共通の約束ごと」）をつくり出し、積み重ねて
                                                  
19 秋道智彌『コモンズの人類学－文化・歴史・生態』人文書院、2004、12 頁 
20 井上真『コモンズの思想を求めて』岩波書店、2004、51 頁 
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 きたのである。したがって、最良の方法は、地域共同体が主体となる自治的な土地利用と
自然管理（のちに述べるコモンズとしての入会的資源利用と管理）に求めるべきであると
考える21」と述べている。また、鈴木(2006)は、「地域の顔の見える具体的な人間相互の相
互扶助的な協同関係を基礎とする主体が、熟知し具体的に働きかける自然や空間への管理
を行う点に、地域共同体による地域資源管理制度としてのコモンズの優位性、「私でなく公
でもなく共」による管理の優位性を見ることにしたい22」と述べている。これらの考え方
は本稿の議論と整合的である。 
 また、我が国の民法の規定には、共同体による資源管理に関する規定として、入会権と
呼ばれる条文が盛り込まれている。まず、民法第 263 条には、「共有の性質を有する入会権」
として、「共有の性質を有する入会権については、各地方の慣習に従うほか、この節の規定
を適用する」と規定されている。また、民法第 294 条では、「共有の性質を有しない入会権」
として、「共有の性質を有しない入会権については、各地方の慣習に従うほか、この章の規
定を準用する」と規定されている。 
 それぞれ「各地方の慣習に従う」と規定されているが、この背景について、中尾(2003)
は、民法制定時に各地方の慣習を調査し、「調査の結果、各地方でしきたりがいろいろちが
うことが分かりましたが、当時民法の制定が非常に急がれていたため、この調査の結果を
十分に整理する時間がなく、さりとて入会権の規制おかないわけにもいかないので、とも
かく入会権を物権として認め、入会権には共有の性質を有するものとそうでないものとの
二つがある、そして各地方によって慣習（しきたり）がちがうので、どちらも各地方の慣
習をそのまま尊重することにしよう、ということでこのような規定がおかれることとなっ
た」と解説している23。 
 入会権に関する条文は、コミュニティにおいて培ってきた「慣習」によってそのコミュ
ニティが共同で管理する自然資本を管理することを制度的に認めるものであり、その現代
的な価値を積極的に評価されるべきであろう。 
 
第４節 ローカル・コミュニティの限界を超えて 
 
１．ローカル・コミュニティの限界 
 
 生態系サービスの持続可能性を図るためにローカル・コミュニティによる管理に注目
してきたが、ローカル・コミュニティによる管理には以下の三つの点で限界がともなう。 
 第一に、ローカル・コミュニティが機能していない地域が存在する。先に述べたよう
に、「場所の感覚」は自然への感覚であるとは限らない。また、隣人との交流に欠ける生
活を営んでいる人もいる。さらに、場所とのしがらみを断ち切りたいと考える人もいよう。
自然や人との交流に乏しいライフスタイルが営まれる地域においては、ローカル・コミュ
ニティはなかなか成立しない。このような地域においては、ローカル・コミュニティによ
る管理は期待できない。 
                                                  
21 多辺田正弘『コモンズの経済学』学陽書房、1990、68 頁 
22 鈴木龍也「コモンズとしての入会」鈴木龍也・富野暉一郎編著『コモンズ論再考』晃洋書房、2006、
134 頁 
23 中尾英俊『入会林野の法律問題』勁草書房、新装版、2003、46 頁。調査結果については、北条浩『入
会の法社会学（上）』お茶の水書房、2000 第二部に詳しい。 
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  第二に、ローカル・コミュニティが成立しうる範囲を超えた問題には、ローカル・コ
ミュニティでは対応できない。ローカル・コミュニティは、反復継続的な交流が成立す
る範囲で成立するが、人の記憶の範囲や行動の範囲には限りがある。小田(2004)は、「現
代人、すなわちホモ・サピエンスがもっている大脳新皮質の割合に見合った集団サイズは、
約１５０人である」とする進化心理学者ロビン・ダンバーの説を紹介している24。また、
人が適切に記憶を保持して合理的に行動しても集団の規模が大きくなると、集団の利益を
保全しにくくなる。この点について、マンサー・オルソンはその要因を三つ挙げている25。
第一に、集団が大きくなればなるほど、集団利益に適うように行為する個人の受け取る全
集団利益中の割当てはより小さくなるため、集合財の供給のために十分な費用が総額とし
て集まらないことである。第二に、集団が大きくなればなるほど、当該集団のどの小さな
部分単位・個人も、その費用負担に見合うほどの便益を集合財の獲得から得られる見込み
が乏しくなり、集合財供給への十分なインセンティブが構成員に与えられなくなることで
ある。第三に、集団の成員数が多くなればなるほど、組織化のための費用は高くなること
である。 
 このように、コミュニティの範囲はおのずから制限されるが、生態系サービスを維持す
るために必要な管理範囲は、河川流域、森林域、大気圏域など、コミュニティの範囲の制
限を超えて広がるケースがある。もっとも大きいものでは地球全体（例：地球の熱交換機
構）に及ぶ。これらの問題については、ローカル・コミュニティのみでは対応できない。 
 第三に、生態系サービスが機能しなくなる第四のケース（科学的知見の欠如）には、
ローカル・コミュニティでは対応できない。ローカル・コミュニティにおいては、経験
知は蓄積されているが、必ずしも経験知が科学的に正しいとは限らない。最善の科学的
知見を集約しても、生態系サービスが機能しなくなる閾値を見出すのは難しいといわれ
ているが、このことは科学的知見を踏まえなくてもよいということを意味しない。ロー
カル・コミュニティの経験知に加えて、最善の科学的知見を反映できる仕組みとするこ
とが必要である。 
 
２．自然のハビタットの感覚を育成する必要性 
 
 第一の限界に関しては、とりあえず環境教育の重要性を指摘しておこう。環境が人を
育むという点に関し、生物としてのヒトはハビタットを持たずにはいられない。ただし、
他の生物と異なり、人間は人工物を自らのまわりに置くことによって、その生活を支えて
きた。ハビタットの感覚(sense of habitat)はなおすべてのヒトが持っているが、ハビタット
がほぼ人工物で覆い尽くされることも可能となった。このような中、自然的なハビタット
の感覚(sense of natural habitat)が希薄となり、生活者のローカル・ナレッジ自体が場所から
切り離されつつある状況が生まれてきた。したがって、自然資源の持続可能性を図るため
には、自然的なハビタット感覚を持つヒトを育成していくことも重要な課題となる。 
 
 
                                                  
24 小田亮『ヒトは環境を壊す動物である』ちくま新書、2004、98 ページ 
25 マンサー・オルソン『集合行為論』依田博、森脇俊雅訳、ミネルヴァ書房、1983、41-42 頁 
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３．補完性原理にもとづく公共の組み直しの必要性 
 
 第二の限界に関して、注目すべき考え方が補完性原理(subsidiarity principle)である。補完
性原理とは、基礎的な行政単位で処理できる事柄はその行政単位に任せ、そうでない事柄
に限って、より広域的な行政単位が処理することとすべきという考え方である。また、こ
の原則は、個人で処理できる事柄は個人に任せ、そうでない事柄に限って政府が処理すべ
きという、官民の役割分担原則として解釈することもできる。 
 1931 年に法王ピオ 11 世が回勅『クアドラゼジモ・アンノ』において示した考え方が、
補完性原則の端緒と言われている。この回勅では、「個々の人間が自分の努力と創意によ
って成し遂げられることを彼らから奪い取って共同体に委託することが許されないのと同
様に、より小さく、より下位の諸共同体が実施、遂行できることを、より大きい、より高
次の社会に委譲するのは不正であると同時に、正しい社会秩序に対する重大損害かつ混乱
行為である26」と述べられている。 
  補完性原理にしたがえば、ローカル・コミュニティによる管理制度が自律的に成立して
いる場合は、広域的な制度が関与することは避けるべきであるということになる。そして、
その範囲を超えた自然資本の管理のように、ローカルでは対応できない問題については、
広域的に対応することとなる。 
 
４．科学的知見の必要性 
 
 第三の限界に関しては、やはり科学的知見を踏まえた自然資本管理ができるように、
自然環境に関する科学的知見をローカル・コミュニティに提供できる仕組みを備えるこ
とが必要である。このために、環境アセスメント制度やパブリックコメント制度などを
通じて、生態系サービスの重要性に応じて、域外の自然科学者が環境情報にもとづく意
見を述べられるようにするしくみを導入することが必要であろう。 
 
第５節 今後の課題 
 
 本稿では、「場所の感覚」と持続可能性に関し、それぞれの定義、なぜ、相互に関係
するのか、「場所の感覚」の重要性とその限界について、整理してきた。従来ばらばら
と発表してきたものをひとつの文章にまとめることはできたと思うが、まだ、書ききっ
ているという感じがしない。少し頭をクリアにしてからもう一度検討することとしたい。 
                                                  
26 澤田昭夫(1992)「補完性原理The Principle of Subsidiarity:分権主義的原理か集権主義的原理か」『日本Ｅ
Ｃ学会年報』第 12 号pp.37-38 
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